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用語集          

 

（ 関係法令）  

法     ： バリ アフ リ ー法 

令     ： バリ アフ リ ー法施行令 

バリ フ リ 条例： 東京都建築物バリ アフ リ ー条例 

福まち条例 ： 東京都福祉のまちづく り 条例 

 

 

あ行  

 

移動等円滑化（法第 2 条） 

高齢者、 障害者等の移動又は施設の利用に係る 身体の負担を 軽減する こ と によ り 、 その

移動上又は施設の利用上の利便性及び安全性を 向上するこ と を いう 。  

 

移動等円滑化経路（令第 18 条） 

移動等円滑化の措置がと ら れた次の経路のこ と 。  

①道又は公園、 広場その他の空地（ 以下「 道等」 と いう 。） から 利用居室までの経路 

②利用居室から 車いす使用者便房までの経路 

③車いす使用者駐車施設から 利用居室までの経路 

④公共用歩廊で、 一方の側の道等から 他方の側の道等までの経路 

 

移動等円滑化基本構想（バリアフリー基本構想）（法第 25 条） 

重点整備地区における 移動等円滑化に係る 事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本

的な構想のこ と であり 、 区市町村が基本方針に基づいて策定する 。 生活関連施設及び生活

関連経路、 並びにこ れら の移動等円滑化に関する事項などが定めら れる。  

 

オストメイト対応の水洗器具（令第 14 条） 

オスト メ イ ト （ 人口肛門・ 人口膀胱造設者） が排泄物を 受ける 処理袋や腹部を 洗浄する

ための器具を いう 。 オスト メ イ ト は便や尿が自分の意思と は関係なく 排泄さ れてし まう た

め、 排泄物を 受ける処理袋を 腹部に装着し ており 、 一定時間ごと に処理袋に溜まっ た排泄

物を 汚物流し 等に捨て、 処理袋や腹部を 洗浄する必要がある。  

 

か行  

 

基本方針（法第 3 条） 

主務大臣は、 バリ アフ リ ー化に関する 政策の基本的考え方・ 目標、 関係者が取り 組むべ

き 施策についての基本的な方向を 示すため、 移動等円滑化の意義及び目標、 区市町村が策

定する移動等円滑化基本構想の指針と なるべき 事項などを 定める。  
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建築物特定施設（令第６条） 

出入口 

廊下 

階段 

傾斜路 

エレ ベータ ー 

便所 

ホテル又は旅館の客室 

敷地内の通路、 駐車場 

劇場、 観覧場、 映画館、 演芸場、 集会場又は公会堂の客席 

浴室又はシャ ワー室 

 

建築物バリアフリー条例 

正式名称は、「 高齢者、 障害者等が利用し やすい建築物の整備に関する条例」 と いう 。 東

京都は、 平成 18 年のバリ アフ リ ー法の施行に伴っ てハート ビル条例を改正し 、 本条例を制

定し ている。  

 

建築主等（法第 2 条 14 号） 

建築物の建築をし よう と する者又は建築物の所有者、 管理者若し く は占有者を いう 。  

 

建築基準関係規定（法第 14 条） 

建築基準法及びこ れに基づく 命令、 条例の規定その他建築物の敷地、 構造又は建築設備

に関する 法令の規定であっ て、 建築基準法施行令第 9 条に定めるも のを いう 。 建築物移動

等円滑化基準は建築基準関係規定と みなさ れ、 建築基準法第 6 条第 1 項に基づく 確認申請

時にその適合性を 確認する。  

 

建築物移動等円滑化基準 

「 移動等円滑化のために必要な建築物特定施設の構造及び配置に関する 政令で定める 基

準」（ バリ アフ リ ー法施行令） 及び東京都が制定する「 高齢者、 障害者等が利用し やすい建

築物の整備に関する条例」（ 建築物バリ アフ リ ー条例） を いい、 バリ アフ リ ー化が義務付け

ら れる特別特定建築物と その整備内容等を 定めている。  

 

建築物移動等円滑化誘導基準 

「 高齢者、 障害者等が円滑に利用でき るよ う にする ために誘導すべき 建築物特定施設の

構造及び配置に関する 基準を 定める 省令」 を いい、 よ り 望まし いバリ アフ リ ー化の内容を

定めたも のであり 、 バリ アフ リ ー法第 17 条の認定に係る整備基準である。  

 

建築物特定事業（法第 35 条） 

区市町村が策定する移動等円滑化基本構想に即し て、 既存の特別特定建築物のバリ アフ
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リ ー化や既存の特定建築物を 活用し た生活関連経路の形成を 図る こ と を 目的と し て実施す

る事業。  

 

高齢者、障害者等（法第 2 条 1 号） 

高齢者又は障害者で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を 受けるも のその他日

常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を受ける者をいう 。 平成 18 年制定のバリ アフ リ

ー法では、 身体障害者のみなら ず、 知的障害者、 精神障害者、 発達障害者を 含む、 すべて

の障害者を対象と し ている。  

 

心のバリアフリー（法第 5 条） 

バリ アフ リ ー化の促進に関する 国民の理解を 深め、 バリ アフ リ ー化の実施に関する国民

の協力を 求めるこ と 。  

 

 

さ 行  

 

視覚障害者移動等円滑化経路（令第 21 条） 

不特定かつ多数、 又は主と し て視覚障害者が利用する 道等から 案内設備まで経路のこ と

であり 、 視覚障害者の円滑な利用のため、 視覚障害者誘導用ブロッ ク を 設ける。  

 

視覚障害者誘導用ブロック（点状ブロック、線状ブロック）（令第 21 条） 

視覚障害者の歩行移動の円滑化と 安全確保のため、 床面に設置する 突起のある ブロッ ク

等のこ と 。 歩行方向を 案内するこ と を 目的と し た「 線状ブロ ッ ク 等」 と 、 前方の危険の可

能性若し く は歩行方向の変更の必要性を 予告し 、 注意喚起の「 点状ブロッ ク 等」 がある。  

 

重点整備地区（法第 25 条） 

生活関連施設（ 高齢者、 障害者等が日常生活又は社会生活において利用する 旅客施設、

官公庁施設、 福祉施設その他の施設） の所在地を 含み、 かつ、 生活関連施設相互間の移動

が通常徒歩で行われる地区。  

 

所管行政庁（法第 2 条 20 号） 

建築主事を置く 特別区又は市の長をいう 。 ただし 、 特別区において延べ面積が 1 万㎡を

超える建築物、 前述以外の市町村については都知事を いう 。  

 

 

た行  

 

特定建築物（法第 2 条 16 号、16 条、令第 4 条） 

学校、 病院、 劇場、 観覧場、 集会場、 展示場、 百貨店、 ホテル、 事務所、 共同住宅、 老

人ホームその他の多数の者が利用する政令で定める 建築物又はその部分を いい、 バリ アフ
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リ ー法施行令第 4 条に定めるも の。 建築主等は、 特定建築物を 建築、 修繕又は模様替えを

し よう と すると き は、 建築物移動等円滑化基準への適合の努力義務が課せら れる。  

 

特別特定建築物（法第 2 条 17 号、14 条、令第 5 号） 

病院、 百貨店、 官公署、 福祉施設、 飲食店その他不特定かつ多数の者が利用し 、 又は主

と し て高齢者、 障害者等が利用する特定建築物であっ て、 バリ アフ リ ー法施行令第 5 条及

び建築物バリ アフ リ ー条例第 3 条に定める特定建築物を いう 。 バリ アフ リ ー法施行令及び

建築物バリ アフ リ ー条例で定める 規模以上の特別特定建築物は建築物移動等円滑化基準へ

の適合義務が課せら れる。  

 

都市施設（福まち条例第 2 条） 

病院、 図書館、 飲食店、 ホテル、 劇場、 物品販売業を 営む店舗、 共同住宅、 車両等の停

車場を 構成する 施設、 道路、 公園その他の多数の者が利用する 施設のこ と であり 、 所有者

等は整備基準に適合さ せるための措置を 講ずるよう 努めなければなら ない。  

 

特定都市施設（福まち条例第 17 条） 

都市施設のう ち、 福祉のまちづく り 条例施行規則で定める種類およ び規模のも のであり 、

こ れら の建築物を 新築、 増築、 改築、 用途変更、 大規模修繕、 大規模の模様替えを し よう

と する場合には整備基準の遵守義務が課せら れ、 区市町村への届出が必要である。  

 

 

な行  

 

認定特定建築物制度（法第 17 条） 

建築物移動等円滑化誘導基準に適合する高度なバリ アフ リ ー化がなさ れた特定建築物に

ついて、 所管行政庁が認定を 行う 制度。 当該認定を 受ける と 、 容積率の緩和や税制上の特

例措置が受けら れるほか、 認定マーク の表示を するこ と ができ る。  

 

 

は行  

 

バリアフリー 

高齢者、 障害者等が社会生活をし ていく 上で障壁（ バリ ア） と なるも のを 除去（ フ リ ー）

する こ と 。 物理的、 社会的、 制度的、 心理的、 情報面など、 あら ゆる障壁を 除去する と い

う 考え方。  

 

バリアフリー法 

正式名称は、「 高齢者、 障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」 と いい、 平成 18

年 12 月 20 日施行。 ハート ビル法と 交通バリ アフ リ ー法を 統合・ 拡充し 、 一体的・ 総合的

なバリ アフ リ ー施策を 推進し ている。  
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福祉のまちづくり条例 

東京都は、 平成 7 年 3 月に同条例を 制定し た。 平成 21 年の改正により 、 基本理念を バリ

アフ リ ーから ユニバーサルデザイ ン と する と と も に、 整備基準への適合を こ れまでの努力

義務から 遵守義務と し ている 。  

 

 

や行  

 

ユニバーサルデザイン 

障害の有無、 年齢、 性別、 人種等にかかわら ず、 多様な人々が利用し やすいよ う 都市や

生活環境をデザイ ンする考え方。  

 

 

ら 行  

 

利用居室 

不特定かつ多数の者が利用し 、 又は主と し て高齢者、 障害者等が利用する居室（ バリ フ

リ 条例第 3 条に定める特別特定建築物においては、 多数の者が利用する 居室） をいう 。 利

用居室と 、 道等、 車いす使用者用便房及び車いす使用者用駐車施設を 結ぶ部分は、 移動等

円滑化経路と なる。  

 

 

アルフ ァ ベッ ト   

 

Ｊ Ｉ Ｓ  

日本工業規格のこ と 。 我が国の工業標準化の促進を 目的と する 工業標準化法に基づき 制

定さ れる 国家規格である。 バリ アフ リ ー法令においては、 建築物特定施設等に設置する標

識等は JI S に基づいて整備を 行う 必要がある。  

 

 

 

参考文献： バリ アフ リ ー法逐条解説（ 建築物） 2021 年版（ 日本建築行政会議）  

Q& A バリ アフ リ ー新法（ 国土交通省総合政策局政策課・ 交通消費者行政課）  

バリ アフ リ ー法施行状況検討会（ 国土交通省）  

高齢者、 障害者等の円滑な移動等に配慮し た建築設計標準（ 国土交通省）  


